
若者の支援体制づくりについて
○福岡市における若者支援の現状と課題

本人、家族、
学校等からの相談

就労
または
社会参加
を目指す

★若者支援団体
ネットワーク

保護者
への支援

【福祉】

【教育】

【雇用】

【矯正・
更生保護】

【地域】
【保健医療】

フリー
スクール

居場所づくり

法律
相談支援

体験型
就労支援

…など

★若者総合相談センター

（子ども・若者育成支援推進法 第13条）

★若者支援地域協議会（約20機関）

（子ども・若者育成支援推進法第19条､20条）

現 状

乳幼児期～義務教育

子ども期の手厚い支援
・こども総合相談センター
・子育て交流拠点
・母子保健(保健師等)
・保育所

（こども未来局）
・市立学校
SSW、SC
教員

（教育委員会）

思春期・青年期 社会人

支援機関をたらい
回しにされる

中退・卒業後の
相談機関を知らない

困難な状況
が長期化

目指す姿

（約30団体）

資 料 ２

協議会へつなぐ

雇用

矯正
更生保護保健

医療

教育 民間・
地域

福祉

（成人期以降の支援）

若者支援地域協議会（R4年度）

若者総合相談センター（R4年度）

若者支援団体ネットワーク（R4年度）

【役割】
民間の支援団体同士が、支援の連携を
強化するための市独自のネットワーク

（協議会（公的機関）との支援関係の連携）

【取組内容】
・団体交流会、研修会の実施による情報共有
や意見交換

・活動内容の広報（見える化）
・関係機関との連携強化（協議会への参画）

【構成団体】
約３０団体（Ｒ３年４月現在）
※随時、新規団体の参加を認める。

各団体の活動内容は、
居場所づくり、保護者支援、
学習支援、就労支援、法律相談支援 等

【役割】
関係機関等が、効果的かつ円滑な支援を行うため、
子ども期の情報を引き継ぎ、必要な支援の組み合
せ等を協議し、適切な支援へつなげる（会議体）
（子ども・若者育成支援推進法 第19条､20条）

【運営方法】
以下の二層式で実施
・代表者会議（年１回）

協議会全体の方針や課題検討、センター運営状
況等について審議

・個別ケース検討会議（随時）
個別事案ごとの、各機関の役割分担、支援方針
等について具体的に協議

【構成】
国、県、市の関係機関等 約２０団体

〔国・県〕
若者就職支援センター、若者サポート
ステーション、保護観察所、法務少年
支援センターふくおか、県警少年課 等

〔市〕
ひきこもり地域支援センター、精神
保健福祉センター、生活自立支援
センター、こども総合相談センター 等

〔その他〕
福岡市社協、
若者支援団体ネットワーク 等

【役割】
若者支援に関する相談に応じ、関係機関への
情報の提供や、協議会の運営をサポートする
事務局機能をもつ。 （センター組織）
（子ども・若者育成支援推進法 第13条）

（会議体）

（センター組織）
【業務内容】
・各種機関・団体間の支援のつなぎ
・若者からの個別相談（面談・電話等）
・若者支援地域協議会の事務局業務

支援の途切れ
必要な支援を
自分で探せない
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